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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景と目的 

ニカラグア共和国（以下、ニカラグア）では、初等教育純就学率は79％（2000年）から93％（2009

年）と改善がみられるものの、落第や退学により規定年数で修了できる生徒は48％（2007年）と

いう統計もあり、初等教育の拡充が人的資源開発における喫緊の課題となっている。ニカラグア

政府は「国家人間開発計画」において、教育は貧困削減のために取り組むべき重要分野に位置づ

けており、「教育戦略計画（Plan Estrategico de Educacion）2011-2015」において初等教育の拡充を

最重要課題として取り組むとしている。 

一方、算数に関し、2006年に実施された小学3、6年生を対象とした国語と算数の全国学力調査

によれば、初歩的な算数の知識しかもたない生徒が3年生では69.7％、6年生では92.7％にのぼり、

2002年同学力調査結果の61.8％、87.5％と比べて改善がみられない。さらに、2008年に公表された

第2回ラテンアメリカ・カリブ地域比較調査（SERCE）においても、ニカラグアの3、6年生の算数

学力は域内各国の平均以下であり、ニカラグア政府は算数教育の改善を喫緊の課題としている。 

そのようななか、ホンジュラス「算数指導力向上プロジェクト（PROMETAMⅠ）」の成果が、

中米統合機構（SICA）内の中米教育文化調整局（CECC）等を通じてニカラグアを含む中米・カリ

ブ各国に紹介されたことから、ニカラグアより日本に対し、教員養成における算数指導力の向上

のための協力が要請された。これを受け、JICAは2006年より5年間、「初等教育算数指導力向上プ

ロジェクト（PROMECEM）」を実施し、1～6年生児童用教科書、同教師用指導書、「算数とその指

導法」講座の指導案集を開発した。 

教育省は教科書と指導書を初等教育課程に正式導入すべく、他ドナーの資金援助を得て、プロ

ジェクトの第1コアグループ〔本省所属の中核的カウンターパート（C/P）〕が地方研修講師に伝達

講習する形で全国的な導入研修を実施した。他方、プロジェクトは指導書・教科書を適正かつ有

効に用いることができる教師を育成するため、新規教員養成課程への教科書・指導書の導入と活

用促進を実施した。具体的には、パイロット校に指定された教員養成校（チナンデガ教員養成校）

学生の算数指導力向上を目標として、授業研究を通じて第2コアグループ（教員養成校所属の現場

レベルC/P）である同校数学教官の能力強化を行い、彼らの協力を得て「算数とその指導法」講座

の指導案集を開発・試行した。結果、プロジェクト終了時には、同校学生の算数指導力の向上が

確認された。 

プロジェクト実施中、上記成果の全国8教員養成校への普及には、更なる技術支援が不可欠であ

ることが確認され、ニカラグア政府より日本政府に対し、PROMECEMの全国への普及により教員

養成校数学教官の指導力向上を目的とした「初等教育算数指導力向上プロジェクト フェーズⅡ」

が要請された。 

今般の詳細計画策定調査では、ニカラグア政府からの協力要請の背景及び内容を改めて確認し、

先方政府機関との協議を踏まえ、協力計画案を策定するとともに、本プロジェクトの事前評価を

行うために必要な情報を収集・分析することを目的とする。具体的には、プロジェクトの基本計

画に関する基本的枠組み（目標、成果、活動）、評価指標等を策定し、最終的にはニカラグア政府

とプロジェクトの詳細について協議し、ミニッツ（M/M）、プロジェクト・デザイン・マトリック

ス（PDM）、活動計画（PO）等について合意する。 
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１－２ 調査方針 

（1）2011年10月～2012年3月実施のフォローアップ協力及び2012年4月の「教育セクター情報収

集・確認調査」現地調査の結果を踏まえ、ニカラグア政府の協力要請の背景と内容を改め

て確認し、先方政府関係機関及び他ドナーとの協議を踏まえ、協力計画案について先方と

合意する。 

（2）本プロジェクトを評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から

評価を行う。 

（3）本調査終了後、調査結果に基づき、JICAニカラグア事務所が先方と本プロジェクトに係る

討議議事録（R/D）を締結する。 

（4）なお、本案件は小規模案件であり、事前評価表の作成は省略する。 

 

１－３ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 村田 敏雄 JICA 国際協力専門員 

協力企画 池田 亜美 JICA 人間開発部 基礎教育第一課 職員 

 

１－４ 調査日程 

月日 曜日 
活 動 

場所 
村田 池田 

2012/ 

5/7 
月 

15：55 成田発（UA006） 

13：45 ヒューストン着 

19：02 ヒューストン発（UA1421） 

21：22 マナグア着 

マナグア 

5/8 火 

09：00 JICAニカラグア所長・門屋所員との打合せ 

10：30 オマール職員との打合せ 

11：15 C/Pとの協議 

13：30 PDM・PO・実施体制図準備 

JICA事務所 

教育省 

5/9 水 

08：30 C/PとのM/M準備 09：00 ドナー会合出席 教育省 

14：00 教師教育局長・初等教育局長とのM/M協議 

16：00 教育大臣とのM/M協議 

教育省 

5/10 木 

09：00 チナンデガ初等教育学校訪問（4年生算数授業見学） 

10：00 チナンデガ教員養成校訪問（算数授業見学）、校長・ 

ファン・カルロス教員との協議 

15：30 マナグア教員養成校訪問 

チナンデガ 

マナグア 

5/11 金 終日 R/D（案）作成 教育省 

5/12 土 終日 資料整理、R/D（案）・報告書作成 マナグア 

5/13 日 終日 資料整理、R/D（案）・報告書作成 マナグア 

5/14 月 

10：00 M/M署名 

14：00 JICA事務所報告 

15：00 R/D（案）作成 

教育省 

JICA事務所 
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5/15 火 

AM R/D（案）作成 

14：00 外務省・教育省へのR/D（案）説明 

JICA事務所 

教育省 

17：30 マナグア発（TA397） 

       （グアテマラへ） 

PM 報告書作成  

5/16 水 
 12：10 マナグア発（UA1433） 

       （ヒューストンへ） 

 

 

１－５ 主要面談者 

氏 名 所属/職位 

大統領府（Presidencia） 

Salvador Vanegas 
大統領府教育事業アドバイザー 

（Asesor de la Presidencia para Asuntos de Educación） 

教育省（MINED） 

Miriam Soledad Raudez Rodríguez 教育大臣（Ministra） 

José Treminio 教育次官（Vice Ministro） 

Arline Calderón 
教師教育局 局長 

（Directora de Dirección General de Formación Docente） 

Guillermo López López 
初等教育局 局長 

（Director de Dirección General de Educación Primaria） 

Migdalina Mesa 
教師教育局 教員養成課 課長 

（Directora de Dirección de Formación Inicial Docente） 

Manuel Valle 
教師教育局 教員研修課 課長 

（Director de Dirección de Educación Continua y Capacitación）

Gerardo García 初等教育局 技官（Dirección de Educación Primaria） 

（カウンターパート） Geregorio Ortíz 

Gerardo Valle 教師教育局 技官（Dirección de Formación Docente） 

（カウンターパート） Humberto Hernandez 

Elina Suarez 対外協力局 局長（Cooperación Externa） 

Argentina Mesa 対外協力局 職員（Cooperación Externa） 

外務省（Ministerio de Relaciones Exteriores） 

Auxiliadora Vindel 
アジア・アフリカ・オセアニア協力局 局長 

（Directora de Cooperación Asia, Africa y Oceanía） 

チナンデガ教員養成校（Escuela Normal de Chinandega） 

Ligia Pérez 校長（Directora） 

Juan Carlos Salgado 教員（Docente）（カウンターパート） 

マナグア教員養成校（Escuela Normal de Managua） 

Élida Núñez 校長（Directora） 

イサベル・リサーノ小学校（Centro Escolar "Isabel Lizano"） 

Luz Amanda Mendoza 校長（Directora） 

Tania Munguia 教員（Maestra） 
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世界銀行（World Bank：WB） 

Michael Drabbel 
シニア教育スペシャリスト 

（Especialista Sénior en Educación） 

国連児童基金（UNICEF） 

Anyoli Sanabria López 教育スペシャリスト（Especialista en Educación） 

JICAニカラグア事務所 

大木 智之 所長 

門屋 篤典 所員 

Omar Bonilla 現地職員 

 

１－６ 調査の方法 

本調査の実施方法は、以下のとおりである。 

 

 （1）文献・既存資料調査 

国内準備期間及び現地調査中に、ニカラグア関連政策文書及び先行案件の報告書等、既存

資料のレビューを実施した。主な資料は以下のとおりである。 

・ニカラグア共和国 初等教育算数指導力向上プロジェクト実施協議報告書、2006.12、JICA

人間開発部 

・ニカラグア共和国 初等教育算数指導力向上プロジェクト中間評価調査報告書、2008.7、

JICA人間開発部 

・ニカラグア共和国 初等教育算数指導力向上プロジェクト終了時評価調査報告書、2010.11、

JICA人間開発部 

・Informe Final de la Cooperacion de Seguimiento（フォローアップ協力報告書）、2012.3、ニ

カラグア事務所 

・Plan Estrategico de Educacion 2011-2015、2011.8、ニカラグア教育省 

・Informe Final de Investigacion（教員養成校現状調査）、2010.7、国立ニカラグア自治大学

（初等教育算数指導力向上プロジェクト委託調査） 

・ニカラグア国別援助計画、2002.10、外務省 

・対ニカラグア共和国 事業展開計画、2011.6、外務省 ほか多数 

 

 （2）直接観察 

PROMECEM（フェーズ1）のプロジェクトサイトであったチナンデガ教員養成校及び同市

内小学校を視察し、授業観察を行った。 

 

 （3）インタビュー調査 

教育省本省のプロジェクト関係者（大臣、局長、課長、技官、職員ら）、2教員養成校の校

長と教官、他ドナー（WB、UNICEF）を対象にインタビューを実施した。 
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第２章 技術協力プロジェクト実施の背景とニーズ 
 

２－１ ニカラグアの概況1 

 （1）地理・人口 

ニカラグアは中米の中部に位置する。北西にホンジュラス、南にコスタリカと国境を接し、

東はカリブ海、南西は太平洋に面している。ニカラグアは全土が熱帯性の気候に属し、高温

多湿な気候である。ニカラグアの行政区分は15県153市と先住民ミスキート族による2自治区

（北大西洋自治区、南大西洋自治区）から成る。自治区は1985年のサンディニスタ政権とミ

スキート族との和平成立によりセラヤ県が分割されたものである。 

人口は579万人で、その80％は太平洋側の首都マナグア、レオン、グラナダ、マサヤ等に集

中しており、カリブ海側の人口密度は低い。人種構成は、混血（メスティーソ）70％、白人

17％、黒人9％、先住民（ミスキート族、スモ族、ラマ族、ガリフナ族等）4％となっている。

アフリカ系ニカラグア人と先住民はカリブ海側に集中している。スペイン語が公用語である

が、大西洋海岸のモスキート海岸ではミスキート族の話す英語（クレオール英語）とミスキ

ート語が公用語になっている。 

 

 （2）政治情勢 

1980年代に約10年続いたサンディニスタ国民解放戦線（Frente Sandinista de Liberacion 

Nacional：FSLN）と反政府勢力（コントラ）によるニカラグア内戦は、1990年に民主的な大

統領選挙によって、チャモロ政権が誕生したことで終結した。同政権は国家再建に取り組み、

国内和解、民主化促進、米国等の西側諸国との関係修復、国際金融機関への復帰、中米統合

プロセスへの参加等を進めた。 

チャモロ政権後もリベラル系政権が2代続いたが、2006年11月に行われた大統領選挙では、

FSLNのオルテガ候補（元大統領）が当選し、2007年1月、FSLNが民主的手段によって政権に

復帰した。左派のオルテガ政権は、貧困層を重点対象とする社会政策（義務教育・医療の無

償化等）を取ったが、FSLNの支持者を優遇する側面があるとの批判も聞かれ、また同政権の

権威主義的政権運営にも批判が出た。 

2008年11月の統一市長選挙では、与党FSLNが約7割の市長ポストを押さえたが、野党や市民

団体からは不正や透明性の欠如に強い疑問が投げかけられ、欧米のドナー諸国が援助を凍結

するなどの動きがみられた。 

2011年11月6日に行われたニカラグア大統領選挙の結果、大統領連続再選禁止を規定してい

る憲法に抵触しているとの批判を受けながらもオルテガが再び勝利した。ニカラグアはラテ

ンアメリカのなかでもハイチに次ぐ貧困国で、オルテガはベネズエラなど米州ボリバル同盟

（Alianza Bolivariana para Los Pueblos de Nuestra America：ALBA）諸国の援助によって貧困対

策を行っており、これが支持層となっている。 

 

                                                        
1 JICA『基礎教育セクター情報収集・確認調査 国別基礎教育セクター分析報告書 －ニカラグア－』2012年及びドラフト版

より一部修正加筆 
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 （3）社会経済事情 

経済については、ハリケーン「ミッチ（Mitch）」に見舞われた1998年以降は、比較的順調な

経済成長を実現したものの、2009年は、前年の世界的金融危機の影響を受け、経済が低迷し

マイナス成長を記録した。しかし、2010年には、主要輸出産品であるコーヒー、肉、金、砂

糖等の国際価格が堅調で経済も回復し、ベネズエラからの巨額の経済協力の影響等もあり、

良好な経済パフォーマンスを維持した。これについては国際通貨基金（IMF）も評価しており、

2010年10月、IMFは経済プログラム（拡大信用供与ファシリティ）の延長を承認した。しかし

ながら依然として、ニカラグアの貧困は深刻で、現政権の最重要政策課題は貧困削減である。

オルテガ政権は、農村部での飢餓撲滅・生産振興を目的とした「飢餓ゼロ計画（アンブレ・

ゼロ）」等の社会プログラムを推進している。（外務省、2012） 

なお、ニカラグアの社会経済指標は以下のとおりである。 

 

1）国名： ニカラグア共和国（Republic of Nicaragua） 

2）面積： 129,541km2 *1 

3）人口： 579万人*2、年間増加率1.4％*2、人口密度48人/km2、都市部 

人口57.3％（2010年）*2 

4）民族： 混血70％、ヨーロッパ系17％、アフリカ系9％、先住民4％*1 

5）言語： スペイン語*1 

6）宗教： カトリック教*1 

7）主要産業： 農牧業（コーヒー、牛肉、落花生、サトウキビ、とうもろこし、

コメ、バナナ）、マキラ製品（保税区で生産された衣類等）*1 

8）国内総生産（GDP）： 6,551百万米ドル（current US$）（2010年）*2 

9）1人当たりGNI： 1人当たりGNI 1,110米ドル（current US$）（2010年）*2 

2,790米ドル（ppp換算） 

10）GDP成長率： 7.6％（2010年）*2 

11）物価指数（2005＝100）： 158.9（2010年）*2 

12）通貨： コルドバ 

13）為替レート： 1米ドル＝20.3コルドバ（2009年現在）*1 

14）平均余命： 73.7歳（2010年）*1 

15）成人識字率： 78.0％（2005年）*2 

16）成人エイズ感染率： 0.2％（2009年）*2 

出所：*1 外務省、*2 WB 

 

２－２ ニカラグアの教育セクター 

 （1）教育目的 

1987年採択、2005年改正のニカラグア共和国憲法によれば、「教育の目標はニカラグア国民

の最大限かつ統合的な形成であり、ニカラグア国民に批判的、科学的、人間中心主義的意識

を付与し、人格と尊厳を伸ばし、国の進歩に必要な共通の関心課題を担うための能力を育て

ることである。したがって、教育は個人と社会の変革と発展の基本となる要素である。」と定

められている。 
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なお、この教育目標は、教育法第4条と第5条において、より詳細な目標へと細分化されて

おり、同国の教育を特徴づけている。 

 

 （2）教育制度 

ニカラグアの教育制度は下図のとおり、就学前教育課程（0～6歳対象、5～6歳のみ1年間の

義務教育）、初等教育課程（6～12歳対象、1～4年生の第1サイクルと5・6年の第2サイクルの

計6年間、義務教育）、中等教育課程（12～18歳対象、7～9年の第3サイクルと10・11年の第4

サイクルの計5年間）及び高等教育から成る。 

学校年度は1月に開始され、11月に終了し、初中等教育では年間最低授業日数が200日と定

められている。各学校は半日のシフト制を敷いているが、午前・午後のみならず夜間学校、

土曜学校、日曜学校も存在し、必要に応じて学校施設が効率的に活用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：就学前教育1年間、初等教育6年間、前期中等教育3年間は義務教育。 

出所：『基礎教育セクター情報収集・確認調査 国別基礎教育セクター分析報

告書 －ニカラグア－』 

2012年7月22日ドラフト版、原出所：教育省2011年データ 

 

 （3）教育政策 

2012年5月時点では、前述の「教育戦略計画 2011-2015」が実質的に教育政策、教育開発戦

略、教育開発計画を統合した内容になっており、ニカラグアの教育政策関連文書のなかで最

重要視されている。 

ニカラグア教育省は、それまでに存在した同国政策関連文書（国家人間開発計画、国家社

会福祉制度、教育政策、教育戦略、既存の教育事業、開発援助戦略実施計画）と各種の国際 

23  大学院　 Doctor(en medicina)

22 Maestria

21

20 学士課程

19   高等教育　Superior

18 高等専門課程

17 技術教育 教員養成

16 　人文・科学

15 後期中等教育（高校：専門・技術課程）　Ciclo　Diversificado

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4
3

学齢

前期中等教育（中学校：基礎課程）　Ciclo Básico

初等教育（小学校）　Primaria

就学前教育　Preprimaria

Doctor (en medicina) 
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約束（世界人権宣言、万人のための教育世界宣言、ダカール宣言、ミレニアム開発目標、Mar 

del Plata宣言）に基づいて「教育戦略計画 2011-2015（Plan Estratégico de Educación 2011-2015）」

を策定した。そこには2015年までの達成目標が定められている。なお、本案件は、このうち

の「1. 良質の初等教育と前期中等教育の普遍化」と「4. 学習到達度の向上」に関連している。 

 

教育戦略計画 2011-2015 

目 標 指 標 現状 2015目標

1. 良質の初等教育と前期

中等教育の普遍化 

総就学率 

初等教育 117％ 108％ 

前期中等教育 77 88 

後期中等教育 46.7 59 

純就学率 

初等教育 93 97 

前期中等教育 79 85 

後期中等教育 43 46 

在学率 

初等教育 90 93 

前期中等教育 86 90 

後期中等教育 92.2 95 

修了率 
6年生 72 85 

9年生 50.3 62 

2. 就学前教育の拡充 
就学前教育総就学率 53.3 65 

就学前教育在学率 86 90 

3. 非識字の減少と就学向

上 
学習を継続する新識字者の割合 25 50 

4. 学習到達度の向上 「秀」「優」の評価を得る小学生・中学生の割合 13 35 

5. 効率的・効果的な教育マ

ネジメント（人的資源開

発と組織改革の実現） 

計画・モニタリング・評価制度を通じて行政を

運営する県事務所長の割合 
0 100 

責任分担モデルを活用する「地方教育審議会」

の割合 
0 100 

出所：“Plan Estratégico de Educación 2011-2015”、教育省、2011 

“Mapeo de Recursos para el Financiamiento del Plan Estratégico de Educación 2011-2015”、教育省、2012.1 

 

 （4）就学状況 

2006年から2010年までの初中等教育の就学状況を表す基本統計は次表のとおりである。 

初等教育就学率は横ばいで、該当年齢人口が減少傾向を示していることもあってか、児童

総数は減少傾向にある。学校数の増加は小規模複式学級によるところが大きい。6学年コーホ

ート残存率は2010年に50％を超えたものの、内部効率性は低い。学校教育へのアクセス面で

は一定の改善がみられるが、農村部、特にへき地を中心に課題が残っている。 
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初等教育 2006 2007 2008 2009 2010 

就学者数（人） 969,879 955,084 945,555 927,721 924,959

児童数/教員数（人） 33 31 29 29 30

教員数*（人） 29,390 30,809 32,605 31,990 30,832

学校数（校） 8,353 8,580 9,051 9,119 9,068

総就学率（％） 116.3 116.2 116.8 116.1 116.7

純就学率（％） 90.1 90.3 91.7 91.8 91.8

中退率（％） 13.1 12.4 10.4 9.5 8.8

6学年修了率（％） 73.9 74.7 74.7 74.8 80.4

6学年コーホート残存率（％） 46.3 47.0 48.2 48.7 50.2

進級合格率（％） 83.7 86.4 87.7 90.3 90.6

注：* 就学者数と児童数/教員数より算出 

出所：『基礎教育セクター情報収集・確認調査 国別基礎教育セクター分析報告書 －ニカラグア－』 
 2012年7月22日ドラフト版、原出所：教育省2011・2012年データ 

 

中等教育就学率はほぼ横ばいで、就学者の増減は比較的激しいものの、学校数は漸増して

いる。中退率に改善はみられず、コーホート残存率は第9学年で62.3％、第11学年で45.1％と

なっており、内部効率性に問題がある。 

 

中等教育 2006 2007 2008 2009 2010 

就学者数（人） 316,268 323,845 316,068 311,165 322,628

児童数/教員数（人） 32 31 29 30 31

教員数*（人） 9,883 10,447 10,899 10,372 10,407

学校数（校） 1,232 1,313 1,366 1,363 1,409

総就学率（％） 62.7 66.3 65.7 65.4 67.9

純就学率（％） 43.0 45.3 44.8 44.7 45.0

中退率（％） 14.0 17.0 15.6 13.8 14.6

9学年コーホート残存率（％） 57.6 59.5 56.9 57.7 62.3

11学年コーホート残存率（％） 42.5 44.6 44.6 43.1 45.1

進級合格率（％） 76.7 86.1 85.6 89.6 91.1

注：* 就学者数と児童数/教員数より算出 

出所：『基礎教育セクター情報収集・確認調査 国別基礎教育セクター分析報告書 －ニカラグア－』 

 2012年7月22日ドラフト版、原出所：教育省2011・2012年データ 

 

 （5）カリキュラム 

ニカラグアの現在の学力観は「コンピテンシー（Competencia）」に基礎を置いている。コン

ピテンシーは行動を実現し、抽象的または具体的なモノを作る知識を活用できる力を伴うこ 
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とを意味する。換言すれば、コンピテンシーは特定の状況で適切に物事を遂行するために発

揮する知識・能力・行動の統合的な組み合わせととらえることができる。加えて、すべての

リソースを動員して行動できることである。 

このようなコンピテンシーを発達させるため、生徒の人生と国の歴史に適合した題材を選

択し、記憶中心の教育から学習が生活と国の発展に実際に役立つ体験となるような応用・調

査・実践能力の発達を促進する教育へと移行する必要がある。そのためには、一層有意義で

社会的な実用性に富んだ学習の枠組みの設定が不可欠であり、これを実現するためにカリキュ

ラム改革が実施された。 

2007年以降、新しいカリキュラム案の検討が始まり、国民参加型の手法を用いて「何を教

え、何を学ぶのか」が議論され、最終的にさまざまなカリキュラム関連文書が作成された。 

新カリキュラムに基づいて2009年から導入されている、初等教育の1週間当たりの授業時数

は下表のとおり。1年生は28時間、2年生以上は30時間である。5年生と6年生に技術・職業指

導の領域が組み込まれ、学校菜園、食糧と栄養、木工、金属加工、刺繍、編み物、電気、生

産性の発達が図られている。新カリキュラムの実施に際し、教員向けに指導書、教育アドバ

イス、教育選集が作成され、児童には教科書とワークブックが配布された。 

 

教 科 

各学年週当たりの授業時数 

第1サイクル 第2サイクル 

1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生

算数 10 10 8 8 6 6 

コミュニケーション・文化： 

言語と文学 12 12 10 8 6 6 

文化的・芸術的表現 4 4 2 2 2 2 

市民形成・生産性： 

共存と公共心 - 2 2 2 2 2 

体育、レクリエーション、スポーツ 2 2 2 2 2 2 

職業・技術指導 - - - - 2 2 

自然物理科学： 

自然科学 - - 3 4 5 5 

社会科学： 

社会（歴史・地理） - - 3 4 5 5 

授業時数 計 28 30 30 30 30 30 

注：授業は45分間。1年生では社会・自然科学・共存と公共心は言語と文学に、2年生では社会・自然科学が言語と文学に含ま

れる。 

出所：“Datos Mundiales de Educación ⅦEd. 2010/11 Nicaragua”、UNESCO/IBE、2010 

 

新カリキュラムに基づいて2009年から2010年にかけて導入された中等教育の1週間当たり

の授業時数は次表のとおり。学年によって30時間から34時間と幅がある。10年生と11年生の



 

－11－ 

学習計画は2010年より効力を発する。技術・職業指導に関しては、職業能力開発と労働をカ

リキュラムの横断的かつ縦断的なテーマとし、授業計画に含まれる、あらゆる分野や領域で

教えるよう、また、家庭用電気、苗畑、学校菜園、基礎木工、洋裁、製図、その他教育施設

の条件や地域の企業、製作所等との連携に応じた分野の単元を設けるよう提案している。 

 

教 科 

各学年週当たりの授業時数 

基礎課程 専門課程 

7年生 8年生 9年生 10年生 11年生 

数学 5 5 5 5 5 

コミュニケーション・文化： 

言語と文学 5 5 5 5 5 

外国語 3 3 3 3 3 

文化的・芸術的表現 2 2 2 - - 

市民形成・生産性： 

共存と公共心 2 2 2 2 2 

体育、レクリエーション、スポーツ 2 2 2 2 2 

技術・職業指導 3 3 3 2 2 

自然物理科学： 

自然科学 4 4 4 - - 

化学 - - - 4 - 

物理 - - - 4 4 

生物 - - - - 4 

社会科学： 

地理 4 4 4 3 - 

歴史 （4） （4） （4） - - 

経済 - - - （3） - 

社会学 - - - - 3 

哲学 - - - - （3） 

授業時数 計 30（34） 30（34） 30（34） 30（33） 30（33）

注：授業は45分間。7～9年生では第1学期に地理、第2学期に歴史を、10年生では第1学期に地理、第2学期に経済を、11年生で

は第1学期に社会学、第2学期に哲学を学ぶ。 

出所：“Datos Mundiales de Educación ⅦEd. 2010/11 Nicaragua”、UNESCO/IBE、2010 

 

 （6）学習成果達成状況 

2009年の全国統一試験では、国語と算数の試験が全国17県513校の第4・6・9学年の児童生

徒4万9,587名を対象に実施された。その結果（児童生徒の学力分布）は以下のとおりである。
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算数・数学では8割以上の児童生徒が「良」と「可」に集中しており、教育戦略計画の目標値

である「秀」「優」に達成している児童生徒は4年生で10.7％、6年生で5.7％、9年生で5.6％に

すぎない。 

 

学力水準 
算数・数学 国 語 

4年生 6年生 9年生 4年生 6年生 9年生 

秀（Exelencia） 0.8％ 0.2 0.0 1.1 4.9 3.5 

優（Avanzado） 9.9 5.1 5.6 8.2 13.3 22.0 

良（Intermedio） 47.0 44.7 52.3 27.8 38.2 38.5 

可（Básico） 35.7 41.7 33.5 45.1 36.1 25.9 

不可（Inferior al Básico） 6.6 8.2 8.7 17.9 7.4 10.0 

出所：“Plan Estrategico de Educacion 2011-2015”、2011.8、教育省 

 

また、2008年に公表された第2回ラテンアメリカ・カリブ地域比較調査（SERCE）では、ニ

カラグアの3・6年生の算数学力は平均以下であり、参加16カ国＋1地域中、14位に位置してい

た。 

以上のようにニカラグアでは算数学力の低迷が深刻な教育問題として存在しており、同国

の教育関係者には算数教育の改善が喫緊の課題として認識されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：3年生算数のカットオフ得点 Ⅳ 621.68 Ⅲ 558.54 Ⅱ 489.01 Ⅰ 391.50 Ⅰ未満 

6年生算数のカットオフ得点 Ⅳ 624.60 Ⅲ 514.41 Ⅱ 413.58 Ⅰ 309.64 Ⅰ未満 

出所：“SERCE：Los Aprendizajes de los Estudiantes de América Latina y el Caribe”、UNESCO/LLECE、2008 

 

 （7）教員養成 

小学校教員の養成は、主に教育省により教員養成校8校を通じて行われている（次表参照）。

教員養成課程には、①初等教育修了者を対象に大西洋側のみで実施されているA計画、②中等

教育3年次（中学校3年生）修了者を対象に実施される3年間のB計画、③前期中等課程修了者

（中学校卒業者）を対象に実施される2年間のC計画がある。また、B・C計画には一般の学生

3年生算数の学力分布 6年生算数の学力分布 
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を対象にした正規課程と無資格教員を対象にした専門化課程の2種が存在する。このなかで標

準的な教員養成課程はB計画の正規課程である。なお、B・C計画は統合整理の過程にある。 

教育省は新しい教員養成制度実施準備の関係から、2010年に正規課程入学者の受入れを中

断し、正規課程学生数が一時的に減少している。一方、2004年時点で全教員の40.8％が無資格

教員という状況を受けて、教育政策上、無資格教員の有資格化が優先され、2007年以降、専

門化課程履修者が増加している。 

 

教員養成課程履修者 2006 2007 2008 2009 2010 

正規課程学生数（公立） 1,809 2,587 2,905 2,624 1,257

正規課程学生数（私立） 224 92 62 62 79

正規課程学生数 総計 2,033 2,679 2,967 2,686 1,336

専門化課程履修者（公立のみ）総計 0 1,046 2,531 3,138 5,653

履修者計 2,033 3,725 5,498 5,824 6,989

 

B計画正規課程は3年間、授業時数計4,529時間（授業時間45分間）であり、うち3,533時間は

座学（下表参照）、996時間は実習である。教育実習は原則として出身地の小学校で行われる。

卒業生には小学校教員資格のほか、高等学校卒業資格も授与される。 

 

学術分野 

各学年週当たりの授業時数 

第1学年 第2学年 第3学年 
計 

1学期 2学期 1学期 2学期 1学期 2学期 

人文科学 7 4 6 8 4 0 29 

基礎科目 23 23 23 23 24 0 116 

教育科学 10 13 11 10 12 40 96 

注：人文科学：芸術、情報、調査、倫理、教育調査、英語、工作 

基礎科目：言語・文学、算数・数学、自然科学、社会科学、技術教育、保健体育 

教育科学：教育学、心理学、指導法、教育実践基礎、教育評価、教育ニーズ、教育マネジメント 

出所：“Estado Actual de la Formación Docente Inicial y Continua en Nicaragua”、ニカラグア国立自治大学、2010.7 

（初等教育算数指導力向上プロジェクト委託事業） 

 

なお、中等教育のための教員養成は、大学の教育学部が実施し、専門科目の中等教員の養

成をめざす。期間は5年間であり、専門科目を副専攻とする教育学士号を授与される。 

卒業生の教職就職率の公式統計は存在しないが、近年、教職就職率が減少しており、WBの

報告書には卒業生の半数しか教職に就職しないという記述が見られる。その主な原因は、①

2002～2004年の無資格教員の雇用（該当期間での教職就職者の85％が無資格）、②初等教育就

学者の漸減による教職需要の減少、③中長期的な教員需給計画の不在（教育予算確保難と教

育統計の信頼性不足に起因）、④待遇問題に伴う教職志望者の減少（小学校教員初任給160米

ドル＜最低生活規準450米ドル）、⑤教員採用過程の不透明さ、⑥求職情報の入手難、⑦普通

高校の代替として教員養成校に就学する学生の存在（教員養成課程は寮費・食費を含めて無
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料であるが、高校卒業資格＝大学受験資格が取得できる）等が考えられる。 

 

 （8）教員養成校の協力ニーズ 

フォローアップ協力の主要活動として2012年2月8日から3日間にわたって「研修セミナー」

が開催された。同セミナーには教育省本省と教員養成校関係者50名が参加し、PROMECEM

（フェーズ1）作成の「算数とその指導法」指導案集（GMD）の導入研修が実施された。その

一環としてフェーズ2の案件形成と今後の教員研修計画立案に必要な情報の収集を目的に、本

部からの出張者によるニーズ分析ワークショップが行われ、以下のような情報を得た。 

 

① 教員養成校「算数とその指導法」講座の現状分析結果（付属資料６．参照） 

・数学教官は教科知識や学生との良好な人間関係等に自信をもっているが、指導法・指導

技術の不足、指導内容の多さ、業務多忙による準備不足等に不安を抱えている。 

・学生は同講座に対して興味関心をもち、学習意欲も高く、参加態度も良好であるが、教

科内容や指導法に関する基礎的な知識や教員になるための資質が欠けており、それを補

うための自学自習の習慣も身に着いていない。 

・JICAの供与により小学校1～6年の算数教科書と教師用指導書はあるものの、その効果的

な活用は十分にできていない。また、教材作成に必要な材料や教具、参考図書・資料も

不足している。 

・このほか、教員養成校の立地・校舎・設備に起因する指導上の制約もある。 

 

②「算数とその指導法」講座改善に向けてのニーズ（付属資料７．参照） 

・数学教官は算数教科書と教師用指導書の使用法のみならず、同講座実施に必要な教材の

作成方法や教具の効果的な使い方に関する能力強化が必要だと感じている。また、図形・

量と測定・分数等の特定テーマの算数指導法、問題解決学習の実施に関しても、より深

く理解したいとのニーズが示された。 

・学生には何よりも教科内容に関する知識向上が必要であり、そのうえで指導書の使用法、

算数教材の作成方法、文章題の作成・提示、各種の算数教育活動についての知識・技術

の強化が不可欠である。 

・そのほか、形成的評価や誤答分析等の教育評価・調査手法、板書法や複式学級での指導

といった指導法、授業研究の実施、教材をはじめとする資機材供与についての要望が提

示された。 

 

③ ②のニーズを充足させる方策の検討（プロジェクトへの依頼事項）（付属資料８．参照） 

・数学教官は自主研修を強化するとともに、関係機関と調整のうえで授業研究を実施し、

自己研鑽を強化したいと思っている。他方、プロジェクトに対しては、算数指導法、指

導書の使用法、教材作成・使用方法等に関する継続的な教員研修の実施、研修フォロー

アップや授業研究支援のための巡回指導を求めており、教科書・指導書、算数関連教具、

参考書籍、各種材料等の資機材供与への要望も多い。 

・学生については、教員養成校は補習・復習の実施、算数コンクールの実施、授業研究の

推奨を行うとしている。また、プロジェクトには、コンクール・学生集会支援を中心と
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した啓もう啓発促進、教育実習や随伴指導等の直接的な技術支援、授業研究の実施支援

等の技術面での要望がある一方、教官同様、資機材供与のニーズが極めて高い。 

・そのほか、印刷物発行・配布や経験共有の促進といった啓もう啓発活動、モデル校整備

等の技術支援、教員研修の継続実施等のニーズがあるが、やはり算数・数学実験室設置

や情報通信技術（ICT）環境整備等の資機材供与に関する要望も多く寄せられた。 

 

２－３ ニカラグアに対する援助動向 

 （1）教育セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

2002年10月に策定された日本の「ニカラグア国別援助計画」において、教育分野は6つの重

点分野のひとつに位置づけられ、「教育分野では、初等教育での就学率改善に資する支援、及

び教育の質の向上に資する支援を行うことが重要である。」との方針が示されている。 

また、これに基づいて「対ニカラグア共和国 事業展開計画」が策定され、「基礎教育支援

プログラム」を通じて、①学校施設の改善による就学率や進級率の向上、②就学率の改善、

③算数を中心としたモデル教育の実施、④住民・学校を巻き込んだ地域教育の展開、⑤新規・

現職教員の質の向上、⑥地方教育事務所の強化、⑦教員養成校の強化、が図られてきた。な

お、2011年6月までに以下のプロジェクト等が実施されている。 

・初等教育算数指導力向上プロジェクト（2006.4～2011.3） 

・北部地域教育施設改修及び機材整備計画（2008） 

・教育関連草の根・人間の安全保障無償（16件） 

・食糧危機における学校給食プログラム 

・教育分野ボランティア派遣（21名） 

・国立ルベン・ダリオ劇場照明機材及び楽器整備改革 

 

 （2）ドナーの援助動向 

教育セクターのドナーは、日本、スペイン、ルクセンブルグ、デンマーク、カナダ、オラ

ンダ、世界銀行（WB）、米州開発銀行（IDB）、欧州連合（EU）、国連児童基金（UNICEF）、

国連開発計画（UNDP）、国連食糧農業機関（FAO）、国連世界食糧計画（WFP）、米国国際開

発庁（USAID）である。これまでカナダ、オランダ、デンマークとEUの4ドナーでコモンバス

ケットを形成・実施してきたが、2011年6月以降、カナダとデンマークが教育セクターに資金

協力しないことになり、コモンバスケットは終了した。 

教育セクターにはドナー・テーブルが存在し、議長国・機関を中心に援助協調が行われて

いる。定例会議は年2回で、そのうち1回は評価である。教育省が掲げる「教育戦略計画

2011-2015」はドナーのイニシアティブで作成された。その過程で各ドナーは支援可能なプロ

ジェクトを提案し、今後は同計画に即して以下のような支援が行われる予定である。 

 

ドナー名 プログラム名 
モダリティ

（進捗）
金額 主要コンポーネント 

欧 州 連 合

（EU） 

ニカラグア教育

セクタープログ

ラム（PROSEN） 

贈与 

（承認済み、

署名待ち）

44百万

米ドル

・中学校校舎整備  ・教員養成・研修 

・学校環境整備   ・中等教育教材整備 

・教育行政強化   ・住民参加促進 

・モニタリング・評価制度整備 
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教育のため

のグローバ

ル・パート

ナーシップ

（GPE） 

教育によるグロ

ーバル・パート

ナーシップ・プ

ログラム（AGE） 

贈与 

（形成中）

16.7百万

米ドル

・就学前教育の拡充 ・就学前教員研修 

・学校環境整備   ・就学前教材整備 

・教育行政官研修 

欧 州 連 合

（EU） 

教育・職業技術

訓練支援プログ

ラム（EFTP） 

贈与 

（協議中）

20百万

米ドル

・教育機会の多様化 ・識字（後）教育強化 

・特別支援教育支援 ・住民参加促進 

・職業技術訓練教材整備 

世 界 銀 行

（WB） 

ニカラグア教育

セクター支援プ

ロ グ ラ ム Ⅱ

（PASENⅡ） 

借款 

（署名済み）

25百万

米ドル

・複式学級教員の養成/雇用 

・教員養成・研修  ・学校環境整備 

・学習評価制度強化 ・初中等教育教材整備

・学用品供与    ・教育行政強化 

・モニタリング・評価制度整備 

米州開発銀

行（IDB） 

早期幼児教育国

家政策実施支援

プログラム 

借款 

（協議中）

40百万

米ドル

・早期幼児教育政策策定支援 

・乳幼児関係機関間の全国審議会設立 

援助額 計 145.7百万米ドル 

出所：“Mapeo de Recursos para el Financiamiento del Plan Estratégico de Educación 2011-2015”、ニカラグア教育省、2012.1 

 

なお、これまでの教育分野におけるこれまでのドナー別実施額は下表のとおりである。 

 

 
ドナー 

2003～2007年援助実績（百万米ドル） 

借款 贈与 債務救済 合計 

多
国
間 

WB 29.53 1.65 22.74 53.92

IDB 16.48 0.22 10.53 27.23

WFP - 15.97 - 15.97

EU - 11.33 - 11.33

UNICEF - 1.76 - 1.76

その他 - 2.04 - 2.04

二
国
間 

日本 - 23.69 - 23.69

米国（USAID） - 5.43 - 5.43

デンマーク - 2.93 - 2.93

台湾 2.7 - - 2.7

カナダ - 2.37 - 2.37

スペイン - 2.30 - 2.30

フィンランド - 1.19 - 1.19

スイス - 0.78 - 0.78

その他 - 0.38 - 0.38

出所：ニカラグア国別評価報告書、外務省国際協力局、2007 
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第３章 技術協力プロジェクトの基本計画 
 

３－１ 事業概要 

 （1）事業目的 

本案件は、ニカラグアの全国8教員養成校を対象に、「算数指導法」指導案集3種の改訂、授

業研究の導入・実践、数学教官対象の研修や巡回指導を行うことで、「算数指導法」講座を改

善することを目的とする。さらに、これを受講した教員養成校学生が算数指導力を向上させ、

教師用指導書を使って効果的な実習授業を行えるようになることが期待される。 

なお、教員養成校の「算数指導法」講座改善の効果は比較的長期にわたって発揮され、受

講学生が卒業して教職に就くことで、同国の算数教育の水準が将来にわたって漸進的に向上

することが予想される。 

 

 （2）プロジェクトサイト/対象地域名 

全国8教員養成校を中心にしたニカラグア全土 

 

 （3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接裨益者：8教員養成校の教官48名（数学教官、校長、教頭、コーディネーター） 

間接裨益者：8教員養成校の学生1,655名 

 

 （4）事業スケジュール（協力期間） 

2012年9月1日～2015年8月31日（計36カ月） 

 

 （5）総事業費（日本側） 

約1億円 

 

 （6）相手国側実施機関 

教育省、8教員養成校（マナグア､ヒノテペ､チナンデガ､フイガルパ､マタガルパ､エステリ､

プエルトカベサス､ブルーフィールズ） 

 

 （7）投入（インプット） 

1）日本側 

・長期専門家1名 

・短期専門家（必要に応じて） 

・業務アシスタント 

・ベースライン調査経費 

・「算数指導法」指導案集と「授業研究」ガイドの試用版の印刷・配布経費 

・各種イベント（教員研修、全国セミナー等）期間中のコアグループと参加教員の交通費、

宿泊費、食費 

・教材作成費 

・車両（4WD） 
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・事務機器 

・通信費と通信機器の維持費（専門家・業務アシスタント使用分） 

・その他のプロジェクトに必要な支出 

 

2）ニカラグア側 

・C/Pの任命（コアグループ：教育省から専任C/P最低4名、必要に応じて第2コアグループ

として兼任C/Pの増員可） 

・「算数指導法」指導案集と「授業研究」ガイドの完成版の印刷・配布経費 

・各種イベント（教員研修、全国セミナー等）期間中の参加教員の日当 

・専門家、アシスタント、C/Pの執務スペース 

・教育省ホームページ内のプロジェクト向け広報スペース 

・運転手 

・その他のプロジェクトに必要な支出 

 

 （8）関連する援助活動 

＜わが国の援助活動＞ 

・基礎教育支援プログラムの中核プロジェクトとして2006年4月から2011年3月まで5年間に

わたって「初等教育算数指導力向上プロジェクト（PROMECEM）」を実施し、1～6年生

児童用教科書、同教師用指導書を開発した。これらの教材は国定教材の認定を受け、全

国の小学校に配布され、現在も使用されている。 

・また、PROMECEMでは、指導書・教科書を適正かつ有効に用いることができる教師を育

成するため、新規教員養成課程への教科書・指導書の導入と活用促進を実施した。具体

的には、パイロット校に指定された教員養成校（チナンデガ教員養成校）学生の算数指

導力向上を目標として、授業研究を通じて第2コアグループ（教員養成校所属の現場レベ

ルC/P）である同校数学教官の能力強化を行い、彼らの協力を得て「算数とその指導法」

講座の指導案集を開発・試行した。 

・PROMECEMで開発し、教育省が全国の小学校に配布した教科書と指導書の定着と教室レ

ベルでの算数教育改善を目的として2006年以降、計26名の青年海外協力隊員（うち、小

学校教諭24名、理数科教師2名）が派遣され、パイロット地域であったチナンデガを中心

に全国で活躍している。 

・また、教員養成校にも計3名の青年海外協力隊員（小学校教師）が派遣されており、今後

も継続的に派遣されれば、本案件との相乗効果が期待できる。 

 

３－２ 協力の枠組み 

 （1）協力概要 

1）上位目標 

全国8教員養成校において、2013年以降に入学した学生により、最終学年に教師用指導書

を活用した算数科の実習授業が行われる。 

【指標】・最終学年学生の教育実習評価結果 
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2）プロジェクト目標 

全国8教員養成校の「算数とその指導法1、2、3」講座が改善される。 

【指標】・8教員養成校の「算数とその指導法1、2、3」講座の授業評価結果 

・学生の「算数とその指導法1、2、3」講座テスト結果 

 

3）成果及び活動 

成果1：「算数とその指導法1、2、3」の指導案集（以下、「算数指導法」指導案集）が現行

の教員養成課程カリキュラムに即して改訂される。 

【指標】・教育省の承認 

・教員養成校数学教官に対する研修の事前事後テスト結果 

活動：1.1. ベースライン調査を実施する。 

1.2. （コアグループが）フェーズ1で作成した「算数指導法」指導案集を改訂する。 

1.3. （コアグループ及び8教員養成校数学教官が）「算数指導法」指導案集改訂版を8

教員養成校で試用する。 

1.4. （コアグループが）1.2試用を踏まえ、完成版を作成する。 

 

成果2：8教員養成校の数学教官により授業研究が実践される。 

【指標】・各教員養成校の授業研究モニタリング結果 

・教育省による教員養成校への授業研究の正式導入 

活動：2.1. （コアグループが）教員養成校数学教官向けに「授業研究」ガイド（案）を作成す

る。 

2.2. （コアグループが）全国8教員養成校算数教師に対し、授業研究に係る全国研修

を行う。 

2.3. （8教員養成校数学教官が）各教員養成校において研究授業を実施する。 

2.4. （コアグループが）授業研究の実施状況をモニタリング・評価する。 

2.5. （コアグループが）「授業研究」ガイド完成版を作成する。 

 

成果3：8教員養成校の数学教官の算数指導力が向上する。 

【指標】・全国研修事前事後テスト結果 

・「算数とその指導法」講座の授業モニタリング・評価結果 

活動：3.1. （コアグループが）8教員養成校数学教官に対し、「算数指導法」指導案集の使用

法に係る全国研修を行う。 

3.2. （コアグループが）8教員養成校を巡回し、「算数指導法」指導案集の使用法に係

る指導を行う。 

3.3. （コアグループが）8教員養成校の「算数指導法」講座のモニタリング・評価を

行う。 

 

成果4：プロジェクト活動を通じて算数教育の重要性が認識される。 

【指標】・ニュースレター発行頻度と発行数（年2回） 

・ホームページ更新頻度（3カ月ごと） 
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活動：4.1. （コアグループが）定期的にニュースレターを発行する。 

4.2. （コアグループが）定期的にプロジェクトのホームページを更新する。 

4.3. （コアグループが）必要に応じてプロジェクトに関する広報活動を行う。 

 

 （2）要請書との比較 

2009年8月提出の要請書と今回の合意案の比較は以下のとおりである。 

 

 要請書（2009年8月） M/M合意案（2012年3月） 

名 称 
ニカラグア共和国初等教育算数指導力向上

プロジェクト フェーズ2 
同左 

協力期間 2011年4月～2014年3月（3年間） 2012年9月～2015年8月（3年間） 

実施機関 

教育省（教育総局、教員養成局、カリキュ

ラム局） 

8教員養成校（マナグア、ヒノテペ、チナン

デガ、フイガルパ、マタガルパ、エステリ、

プエルトカベサス、ブルーフィールズ） 

教育省 

8教員養成校 

上位目標 

全国8教員養成校の学生の算数指導力が、教

育実習において改善される。 

全国8教員養成校において、2013年以降に入学した

学生により、最終学年に教師用指導書を活用した

算数科の実習授業が行われる。 

プロジェク

ト目標 

全国8教員養成校の教員が行う「算数及び指

導法」の授業が改善される。 

全国8教員養成校の「算数とその指導法1、2、3」

講座が改善される。 

成 果 

1. 8教員養成校の数学教員が「算数及び指導

法」の指導に関して知識・技術を習得す

る。 

2. 「算数及び指導法」指導案集が8教員養成

校の教員によって使用される。 

3. 8教員養成校の教員による算数教育をテ

ーマとした自主研修制度が確立される。

4. プロジェクトの経験が関係者と共有され

る。 

1. 「算数とその指導法 1、2、3」の指導案集（以

下、「算数指導法」指導案集）が現行の教員養

成課程カリキュラムに即して改訂される。 

2. 8教員養成校の数学教官により授業研究が実践

される。 

3. 8教員養成校の数学教官の算数指導力が向上す

る。 

4. プロジェクト活動を通じて算数教育の重要性

が認識される。 

対象地域 全国 全国 

裨益者 

直接：約31名（本省6名、8教員養成校の数

学教員約25名） 

間接：8教員養成校の学生3,000人 

直接：8教員養成校の教官48名（数学教官、校長、

教頭、コーディネーター） 

間接：8教員養成校の学生1,655人 

投 入 

日本側： 

・長期専門家2名（算数教育、業務調整） 

・短期専門家10名 

・ニカラグア、日本でのC/Pに対する研修 

・機材供与 

・プロジェクトに必要な経費 

 

相手国側： 

・C/Pの任命 約31名（本省6名、8教員養成

校の数学教員約25名） 

・プロジェクトオフィス及びプロジェクト

に必要な設備 

・プロジェクトに必要な経費 

日本側： 

・長期専門家1名 ・短期専門家（必要に応じ）

・業務アシスタント ・ベースライン調査経費 

・「算数指導法」指導案集と「授業研究」ガイドの

試用版の印刷・配布経費 

・各種イベント（教員研修、全国セミナー等）期

間中のコアグループと参加教員の交通費、宿泊

費、食費 

・教材作成費 ・車両（4WD） ・事務機器 

・通信費と通信機器の維持費（専門家・業務アシ

スタント使用分） 

・その他のプロジェクトに必要な支出 

 

相手国側： 

・C/Pの任命（教育省から最低4名） 
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 ・「算数指導法」指導案集と「授業研究」ガイドの

完成版の印刷・配布経費 

・各種イベント（教員研修、全国セミナー等）期

間中の参加教員の日当 

・専門家、アシスタント、C/Pの執務スペース 

・教育省ホームページ内のプロジェクト向け広報

スペース 

・運転手 ・その他の必要な支出 

 

３－３ 前提条件・外部条件 

 （1）事業実施のための前提条件 

・必要かつ適正なC/Pが任命される。 

・現行の新規教員養成課程（3年制）が継続される。 

・初等算数教育における教育政策が変更されない。 

・教員に授業研究の導入・実施に必要な各種条件が整っている。 

 

 （2）成果達成のための外部条件 

・訓練された教官が教員養成校での勤務を続ける。 

 

 （3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・「算数とその指導法」講座が継続される。 

・規定の授業時数が確保される。 

 

 （4）上位目標達成のための外部条件 

・学生の生活・学習環境がプロジェクト期間中、継続就学可能な程度に維持される。 

 

 （5）プロジェクトによる効果が持続していくための条件 

・現行の教員養成・採用制度が維持される。 
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第４章 プロジェクト実施の妥当性 
 

インパクトや持続性を向上させるための努力は今後必要とされるものの、本案件は必要かつ妥

当であるといえる。評価結果は以下のとおりである。 

 

４－１ 妥当性 

本案件は、以下のとおり、対象国・地域・社会・ターゲットグループのニーズから判断される

必要性、相手国の開発・教育政策及び日本の援助政策との整合性から判断される優先度、更に手

段としての適切性においても妥当性は非常に高い。 

 

項目 評価 調査結果 

必要性 高い ・ 2009年の全国統一試験（国語・算数）の結果、算数・数学では8割以上の児

童・生徒が5段階学習達成度規準の「良」「可」に集中しており、教育戦略

計画の目標値である「秀」「優」に達成している児童・生徒は4年生で10.7％、

6年生で5.7％、9年生で5.6％にすぎない。 

・ 2006年実施の全国学力調査（小学3・6年生対象、国語・算数の2教科）では、

初歩的な算数の知識しかもたない児童が3年生で69.7％、6年生で92.7％にの

ぼり、2002年の同学力調査結果の61.8％、87.5％と比べてほとんど改善され

ていない。 

・ 2008年に公表された第2回ラテンアメリカ・カリブ地域比較調査（SERCE）

では、ニカラグアの3・6年生の算数学力は平均以下であり、参加16カ国＋1

地域中、14位に位置していた。 

→ ニカラグア国内では教育関係者を中心に算数学力の低迷が深刻な教育問題

として認識されており、算数教育の改善が喫緊の課題となっている。 

 

・ 教員養成課程への新カリキュラム導入が開始されたが、教員養成校数学教官

は指導法・指導技術の不足、指導内容の多さ、業務多忙による準備不足等に

不安を抱えている。また、学生への指導の必要上、小学校算数の教科書と

教師用指導書に内包されている算数教育の考え方や指導法をより深く理解

したい、各単元のより効果的な指導法や必要な教材の作成・活用方法を知

りたいという要望が存在する。 

・ ニカラグアでは14のドナーが教育支援を行っているが、教員養成校に対す

る直接支援を行っているドナーは存在しない。また、算数教育の技術的側

面に特化して協力を行っているドナーも存在しない。 

→ 教員養成校の数学教官に対する技術協力のニーズは高く、他ドナーの協力

と重複しておらず、援助協調により相乗効果も期待できる。 

優先度 高い ・ 本案件は教育省の「教育戦略計画 2011-2015」の「1. 良質の初等教育と前

期中等教育の普遍化」と「4. 学習到達度の向上」に関連している。特に後

者では、学力向上（特に算数と国語）の目標値として5段階の学習到達度基

準（秀・優・良・可・不可）のうち「秀」「優」の児童・生徒の割合を現在

の13％から2015年までに35％に引き上げることが設定されている。 

・ 「教育戦略計画 2011-2015」は同国政策関連文書（国家人間開発計画、国家

社会福祉制度、教育政策、教育戦略、既存の教育事業、開発援助戦略実施
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  計画）と各種の国際約束（世界人権宣言、万人のための教育世界宣言、ダ

カール宣言、ミレニアム開発目標、Mar del Plata宣言）に基づいて作成され

ており、それらの目標・指標との整合性が確保されている。 

→ 本案件はニカラグアの開発政策、教育政策、教育戦略・計画と整合性が高

い。 

 

・ 日本の政府開発援助（ODA）大綱（2003）の重点課題である貧困削減の手段

のひとつとして教育が掲げられている。また、その基本理念において日本

の経験と知見の活用に言及している。 

・ ODA中期政策（2005）の重点分野である貧困削減のアプローチとして教育

を含む基礎社会サービスの拡充が指摘されている。また、人間の安全保障

の実現に関連し、「人々の能力強化を重視する援助」の一環として教育の重

要性が指摘されている。さらに、持続的成長に不可欠な人づくり支援の方

策として教育の必要性がうたわれている。 

・ 分野別政策「日本の教育協力政策 2011-2015」（2010）では、重点分野とし

て「すべての人に質の高い教育を」が掲げられ、教師教育の重要性が指摘

されている。また、「支援効果向上のための取り組み」において「実践的な

成功モデルを最大限活用した案件の形成・実施」が言及されている。 

・ 分野別政策「成長のための基礎教育イニシアティブ（BEGIN）」（2002）では「教

育の質向上への支援」として、①理数科教育支援、②教員養成・訓練に対

する支援が掲げられている。 

・ 日本の「ニカラグア国別援助計画」（2002）において、教育分野は6つの重

点分野のひとつに位置づけられ、「教育分野では、初等教育での就学率改善

に資する支援、及び教育の質の向上に資する支援を行うことが重要であ

る。」との方針が示されている。 

・「対ニカラグア共和国 事業展開計画」（2011更新）が策定され、「基礎教育支

援プログラム」を通じて各種教育協力が展開されている。本案件は初等教

育算数指導力向上プロジェクト（PROMECEM、2006～2011）の後継案件と

して同計画に明記されている。 

・ JICAポジションペーパー「JICAの教育分野の協力 - 現在と未来 -」（2010）

には、基礎教育分野への協力の重点として「教員研修改善を通じた教員の

能力強化」が掲げられている。 

・ JICA課題別指針「基礎教育」（2005）には重点分野として「初中等教育の質

の向上」が明記されている。 

→ 日本のODA政策及び対ニカラグア協力計画との整合性が高い。 

手段とし

ての適切

性 

高い ・ PROMECEM（2006.4～2011.3）は、1～6年生児童用教科書と同教師用指導

書を開発し、それらは教育省により国定教材として全国配布された。指導

書・教科書の適正かつ有効な使用に向けて、教育省が全国の教員を対象に

導入研修を行う一方、PROMECEMはパイロット校であるチナンデガ教員養

成校を中心に新規教員養成課程への教科書・指導書の導入と活用促進、授

業研究による数学教官の能力強化を実施した。その結果、学生の算数学力

と算数指導力の向上に効果があることが判明し、将来の初等教員の育成を

担う全国8教員養成校を対象にフェーズ2を実施することになった。 

・ ニカラグアの教育制度において、教員養成校は初等教員の育成を担ってお

り、現在の初等教員の大部分はその卒業生が占めている。近年の教員養成
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  校卒業生の教職就職率は必ずしも高くないが（WBの推計では約50％）、そ

の制度的位置づけから、将来にわたる算数教育水準の向上には新規教員養

成への技術支援が不可欠であり、最も効果的である。 

・ 教員養成校数学教官の算数に関する理解度は極めて高いものの、初等レベ

ルの算数指導法に関しては、教官自身が知識・技術とも不足していると自

己評価しており、継続研修等を通じた知識獲得と能力向上の機会を切望し

ている。 

→ 直接受益者、間接受益者ともターゲットグループの選定は適切である。 

 

・PISAやTIMSS等の国際的な学習到達度テストにおいて、日本は常にトップグ

ループを形成している。また、PROMECEM及び中米カリブ「算数大好き!」

広域プロジェクト（2006.4～2011.3）の実施により、ニカラグアを含む中米

地域においては「算数教育協力＝日本」のイメージが浸透しており、相手

国のみならず各ドナーからもJICAに対して算数教育関連事業への支援依頼

や算数教育に関する問合せが寄せられている。このように、算数教育に関

する日本の比較優位性は高い。 

・ 授業研究は「同僚教員とともに教材を研究し、研究授業を実践し、それに

ついて討論し、その結果を次の教材研究に生かすというPlan-Do-Seeの原理

が組み込まれた授業改善の手法」であり、日本の教育現場から世界に広ま

った授業改善手法である。また、JICAが実施する数多くの教育プロジェク

トで試行・実践されている。加えて、授業研究に匹敵する、体系化された

教員間の自主研修手法を有し、協力に組み込んでいるドナーは存在しない。

したがって、授業研究に関する日本の比較優位性は高い。 

→ プロジェクトの主要コンポーネントである算数教育及び授業研究に関し、

日本の技術的な比較優位性は高い。 

 

・ PROMECEMフェーズ1では教育大臣の下に複数の関係部局が位置し、事業

責任の所在や役割分担がやや不明確で、関係部署間及び関係者間の調整に

困難を伴った。そのため、フェーズ2では合同調整委員会（JCC）議長であ

る教育大臣の監督の下、教師教育局長を長とするコアグループ（教師教育

局長、第1コアグループのC/P、JICA長期専門家、同アシスタント）が、同

局の事業の枠内でプロジェクト活動を実施することにした。また、関係す

る教育次官や初等教育局長がJCCメンバーとしてかかわれるように実施体

制を構築した。 

・ 教育大臣の意向とJICA側の意図により、必要に応じて本省の他教科技官、

教員養成校教員をC/Pとして活用できるよう、第2コアグループの形成の可

能性をPDM上に明記した。これにより、より柔軟な実施体制の構築が可能

になるものと思われる。 

→ 現実的・効率的なプロジェクトマネジメントを可能にする実施体制である。
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４－２ 有効性 

本案件は、以下のとおり、プロジェクト目標の内容と因果関係が適切に計画されており、高い

有効性が見込まれる。 

 

項目 評価 調査結果 

プロジェ

クト目標

の内容 

高い ・ 協力計画（案）は2009年に当時のフェーズ1C/P及び関係部局の代表者と策定

し、教育大臣や関係部局の局長との協議を経て修正し、JICAに要請された

ものである。 

・ その後、フォローアップ協力（2011.10～2012.3）の際に、元C/P及び教員養

成校数学教官と協議して、協力計画（案）の精緻化と修正を行った。 

・ 今回の詳細計画策定調査団では、フォローアップ協力及び教育セクター情

報収集・確認調査（2012.4）の結果を踏まえ、ニカラグア政府に協力要請の

背景と内容を改めて確認し、協力計画（案）に関する教育省及び教員養成校

との協議を踏まえ、同（案）について合意した。 

・ プロジェクト目標「全国8教員養成校の『算数とその指導法1、2、3』講座

が改善される。」は明確であり、ニカラグアの教育省関係者のニーズを反映

している。 

→ 協力計画（案）の策定過程は適切であり、同（案）は関係者の現状認識とニー

ズを的確に反映している。 

 

・ プロジェクト目標の指標（8教員養成校の「算数とその指導法1、2、3」講

座の授業評価結果、学生の「算数とその指導法1、2、3」講座テスト結果）

は、同目標の達成度の測定に適している。また、ニカラグアの「教育戦略

計画 2011-2015」の達成指標とも関連性が高い。しかし、指標入手の際に使

用される既存の測定ツール（授業評価シート、テスト等）の妥当性や結果

の分析方法等については、2012年9月～2013年1月実施予定のベースライン

調査の結果を踏まえて再検討することが望ましい。 

・ 今回の協議を通じてプロジェクト関係者全員が改めてベースライン調査の

重要性を認識した。そのため、PDMとPOにベースライン調査の実施を明記

するとともに、プロジェクト開始前にJICAがインハウス・コンサルタント

を派遣し、ベースライン調査計画の立案、調査ツールの整備、予備調査の

実施を行うことで合意した。 

・ ベースライン調査の結果を踏まえて、プロジェクト目標、成果及び上位目

標の指標の評価基準（達成状況の把握に必要な測定・判断基準）を設定す

る必要がある。また、同調査結果を基に、プロジェクト終了時までに達成

すべき目標値を定め、JCCで合意のうえ、両国間でPDMの変更（M/M署名）

が必要となる。 

→ プロジェクト目標の指標の設定は適切だが、ベースライン調査の結果に基

づいて指標の評価基準と目標値を定める必要がある。同調査は既にPDM・

POに明記されている。 

因果関係 高い ・ 一般に授業は授業者、学習者、学習内容の3要素から成り、そのうちの授業

者である教員と具体的な学習内容である教材に対しては技術的介入が可能

である。本案件では、プロジェクト目標「全国8教員養成校の『算数とその

指導法』講座改善」に向けて、成果1「指導案集の改訂」、成果2「授業研究
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  の導入」、成果3「数学教官の算数指導力向上」が計画されており、「授業の

3要素」の授業者と学習内容へ直接働きかけるアプローチが採られている。

・ また、算数教育改善に必要な環境を醸成すべく、成果4「啓もう啓発」も考

慮されている。 

・ 前提条件は詳細計画策定調査団として教育省や教員養成校の関係者に確認

し、充足される可能性が極めて高いことが判明し、C/Pの選考・任命等の具

体的な手続きは開始されている。 

・ 外部条件のうち、「『算数とその指導法』講座の継続」「授業時数の確保」「現

行の教員養成・採用制度の維持」は満たされる可能性が高い。「教員養成校

数学教官の継続勤務」は、数名がプロジェクト期間中に退職年齢に達する

ことが予想されるが、教員人事の問題につき対策は極めて困難である。な

お、「学生の生活・学習環境の維持」は予測が難しいが、現状よりも国の経

済や学生の家計が極端に悪化しない限り、問題はないものと思われる。 

→ 以上のように、本案件の協力計画（案）のプロジェクト目標に至るロジック

は適切である。 

 

・ PROMECEM（フェーズ1）ではパイロット校のチナンデガ教員養成校学生

の算数指導力向上を目標とし、授業研究を通じて第2コアグループ（現場レ

ベルC/P）である同校数学教官の能力強化を行い、彼らの協力を得て「算数

とその指導法」講座の指導案集を開発・試行した。その結果、同校の学生

の算数学力が大幅な向上をみせた（2009年前期：事前テストの正答率22.9％

→事後テスト72.3％、2009年後期：事前テスト12.9％→事後テスト57.3％、

2010年前期：事前テスト29.9％→事後テスト66.4％）。また、教育実習にお

ける授業評価からも学生の算数指導力の向上が確認された。 

・ PROMECEMの最終年には全国の教員養成校数学教官を集めて「算数とその

指導法1、2」講座の指導案集の紹介と導入研修を行い、2011年10月～2012

年3月のフォローアップ協力では「算数とその指導法3」講座の指導案集の

導入研修を実施した。導入研修に参加した数学教官に対して研修事前・事

後テストを行った結果、顕著な能力向上がみられた。そして、彼らからは

指導案集の有用性と継続研修の必要性が表明された。 

→ 「算数とその指導法」指導案集と授業研究の有効性は検証されている。 

 

４－３ 効率性 

本案件は、受益者数が比較的少ないものの国内の初等教員養成課程の全関係者を協力対象にし

てしていること、投入規模が小さくとも既存の制度を活用して長期的な効果が期待できることか

ら、高い効率性が期待できる。 

 

項目 評価 調査結果 

アウトプッ

トの内容 

高い ・ 成果1の「指導案集の改訂」と成果2の「授業研究の導入」は視認可能であ

り、指標は適切に設定されている。成果3の「数学教官の指導力向上」と成

果4の「啓もう啓発」は視認困難ではあるが、指標によって達成度の判断は

可能であり、指標入手手段は適切である。 

・ しかし、ベースライン調査の結果を踏まえて、成果指標の評価基準（達成

状況の把握に必要な測定・判断基準）とプロジェクト終了時までに達成す
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  べき目標値を定める必要がある。 

→ 成果とその指標の設定は適切であり、達成度の測定は可能である。 

因果関係 高い ・ 各成果達成に必要な活動は明確に規定されており、実施プロセスやロジッ

クに問題はない。 

・ 各活動の実施に必要な投入は比較的詳細に規定されており、現実的なコス

ト・シェアリングが計画されている。詳細計画策定調査団は、これらの投

入の実現可能性について日・二双方の実施機関に確認しており、特に問題

はないとの回答を得ている。ただし、教育省が必要予算を確保するために

は、年度計画にプロジェクト活動を組み込む必要があり、前年度9月までの

手配完了が求められる。 

・ 前述のとおり、参加型アプローチで協力計画（案）を作成しており、POと投

入に関しては既に関係者の合意を得ている。 

→ 各成果達成に必要な活動と各活動に不可欠な投入は、過不足なく計画され

ており、そのロジックやタイミングは適切である。 

省コスト 中程度 ・ PROMECEM（フェーズ1）で作成した指導案集を基に、能力強化された元

C/Pを中心に進める協力であることから、新規案件に比して小規模な投入で

の実施が可能である。 

・ 既存施設・設備の積極活用が想定されており、機材供与は最小限にとどま

る見込みである。ただし、一定のランニングコストは必要である。 

・ フォローアップ協力を通じて教員養成校数学教官は本案件の目的・内容・

位置づけ等を理解し、活動実施に対して一定のコミットメントを示してい

ることから、比較的順調なプロジェクト・マネジメントが期待できる。 

→ フェーズ1の成果を基盤とした協力であり、能力強化されたC/Pが継続して

携わることから、必要最小限の投入による成果発現が期待される。 

 

・ 中米カリブ「算数大好き！」広域プロジェクトでは、協力対象5カ国（ニカ

ラグア、ホンジュラス、グアテマラ、エルサルバドル、ドミニカ共和国）

で実施したプロジェクト経験をさまざまな形で蓄積し、関係者間で共有し

てきた。その内容は算数教育の技術面にとどまらず、教材作成や教員研修

のプロセス・マネジメント、教育評価のあり方等多岐にわたっている。ま

た、ボリビア「学校教育の質向上プロジェクト（PROMECA）」（2003.7～

2010.7）では、教育技術・学級経営・学校運営をテーマに「授業研究」を含

む実践的な教育協力を展開し、広域プロジェクトとの技術交流研修を通じ

て協力経験を共有してきた。本案件はそれらの経験やノウハウを最大限に

生かせるプロジェクト・デザインになっている。 

・ 現在、広域プロジェクト対象国のなかで唯一グアテマラだけが技術協力プ

ロジェクトを実施しているが（算数指導力向上プロジェクト フェーズ2）、

そこで実施された教員再教育プログラムの算数教育分野への協力経験は、

本案件実施に参考になるものと思われる。 

・ JICAでは世界各地で理数科教育プロジェクトを実施しており、そこで蓄積

された算数教育協力や授業研究の経験は、本案件実施の際に有効活用する

ことができる。 

→ JICAのこれまでの協力経験を活用することが可能である。 

 

・ 直接受益者や間接受益者の数が比較的小さいが、本案件はニカラグア国内
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  の初等教員養成課程の全関係者を対象に実施される。 

・ 全国を対象にした協力であるが、日本側の人的投入は比較的小さく、長期

専門家とアシスタントの2名が常駐して協力活動にあたることになる。 

→ 短期的には費用対効果が高いとは言い切れないが、協力成果が長期的に持

続すれば、費用対効果の高まりが期待できる。 

 

４－４ インパクト 

教育省が無資格教員対象の専門化課程＝教員再教育プログラムを継続する、教育評価計画研修

ワークショップ（TEPCE）へ授業研究を正式導入する、といった諸条件が整えば、本案件は極め

て大きなインパクトをニカラグアの教育開発に与えることが予想される。 

 

項目 評価 調査結果 

上位目標

の内容 

中程度 ・ ①2002～2004年の無資格教員の雇用、②初等教育就学者の漸減による教職

需要の減少、③中長期的な教員需給計画の不在、④待遇面での問題に伴う

教職志望者の減少、⑤教員採用過程の不透明さ、⑥求職情報の入手難、⑦

普通高校の代替として教員養成校に就学する学生の存在等の理由により、

教員養成校卒業生の教職就職率は予測不可能である。そのため、案件形成

時に協議された「2015年以降に教員養成校を卒業した教員の算数指導力が

向上する。」や「2015年以降に教員養成校を卒業した教員が実施する算数授

業が改善される。」を上位目標として設定することは困難であり、「全国8教

員養成校において、2013年以降に入学した学生により、最終学年に教師用

指導書を活用した算数科の実習授業が行われる。」に落ち着いた経緯があ

る。 

・ 上位目標の指標「最終学年学生の教育実習評価結果」は適切であるが、そ

のなかから算数の実習授業の評価のみを取り出すことが可能か否か、全学

生を対象に実施可能か否か等の判断は、現時点では困難である。したがっ

て、ベースライン調査の結果を踏まえ、プロジェクト終了後の指標入手可

能性も念頭に置きながら、指標入手方法の詳細、指標の評価基準（達成状

況の把握に必要な測定・判断基準）、達成すべき目標値、調査対象者数等を

定める必要がある。 

→ 本来ならより高次の目標設定とすべきだが、各種制約を考慮すれば上位目

標は相対的に適切と判断できる。 

因果関係 高い ・ 上位目標の評価対象「算数科の実習授業」は、プロジェクト目標達成後に

必ず発現する事象であり、教員養成校の全学生を対象に評価することが可

能である。 

→ 上位目標はプロジェクト目標達成後の帰結として発現する事象である。 

波及効果 高い ・ 教育政策に基づく最優先事業として無資格教員の有資格化が存在し、教員

養成校は無資格教員を対象に専門化課程＝教員再教育（資格付与研修）プ

ログラムを実施している。同プログラムでは、数学教官が土日に講師を務

めているため、その算数指導力向上により、同プログラムの質的向上と参

加者の算数授業改善といった波及効果が見込まれる。 

・ 教育省は現在、毎月1～2回、金曜日に教員が集まって実施するクラスター

方式の研修会「教育評価計画研修ワークショップ（TEPCE）」を全国的に展
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  開している。教育省はフェーズ2で正式導入する授業研究を、教員養成校に

とどまらず、TEPCEでの研修方法として全国普及する意図を有している。

・ 教員養成校卒業生の教職就職率が低下した場合、短期的には小学校の算数

授業改善への波及効果は望めないが、現行の教員養成・採用制度が維持さ

れる限り、長期的な波及効果が期待できる。 

・ フェーズ1でのC/P育成機能を高く評価している教育省は、他教科の技官を

C/Pに任命し、プロジェクト経験を他教科にも生かしたいと考えている。こ

れが実現されれば、プロジェクトの成果が他教科にも及ぶ可能性があり、

大きなインパクトが期待できる。 

・ 2011年3月に中米カリブ「算数大好き！」広域プロジェクトが終了したもの

の、協力対象5カ国（ニカラグア、ホンジュラス、グアテマラ、エルサルバ

ドル、ドミニカ共和国）のC/P間では必要に応じて情報交換等がなされてい

る。フェーズ2に一定のフォローアップ機能が備われば、このような人的ネッ

トワークを維持し、各国間の情報交換や経験共有を促進することが可能に

なる。具体的には、ホームページやニュースレターを通じた情報発信、全

国セミナー実施に際しての招待状の送付、各種成果の共有等につき、プロ

ジェクト活動の一環として取り組むことが期待される。 

→ 各種条件次第で非常に大きな波及効果が期待できる。 

 

４－５ 持続性 

政策・制度面、組織面、技術面に関してはリスクがありつつも一定程度の持続性が期待できる

が、現状では財政面に関しての予測は困難である。 

 

項目 評価 調査結果 

政策・ 

制度面 

高い ・ 2012年1月に第2次オルテガ政権が発足したばかりであり、任期である今後5

年間での政権交代の可能性は低い。また、仮に政権交代があったとしても、

ニカラグアにおける算数教育の重要性が低下する可能性は低く、算数教育

改善は教育政策・計画上の重点課題として継続して存在することが予想さ

れる。 

・ 2010年に教員制度改革の一環として教員養成課程が2年から3年に延長さ

れ、教員養成校における「算数とその指導法」講座も2講座から3講座に増

えた。フェーズ2で同講座指導案集を導入した場合、新たに教員養成課程が

再編されるまで継続使用が見込まれる。 

・ 教育省の意図どおり授業研究がTEPCEに正式導入された場合、教員研修制

度の一環として授業研究が継続する可能性は高い。 

→ 新たに教員養成制度改革や教員研修制度改革が実施されない限り、政策・

制度面に関する持続性は高い。 

組織・ 

財政面 

中程度 ・ 第2次オルテガ政権発足後、教育次官ポストの新設以外、教育省内人事に大

きな動きはなく、機構改革等も実施されていない。したがって、組織面に

関しては比較的安定しており、PROMECEM（フェーズ1）からかかわって

いる人材が要職に就いたままである。これまでの経緯から、人事異動はと

もかく、大規模な教育省の機構改革は今後5年間は行われないものと予想さ

れる。 

・ ニカラグアにおいては、当面は教員養成課程の高等教育化は実施されない
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  見込みであり、教員養成校が現在の形で存続する可能性は高い。 

・ 教育省は慢性的な予算不足の状態にあり、勤務時間縮減による給与据え置

きや光熱費圧縮等の措置を講じているのが現状である。また、コモンバス

ケットの終了に伴って比較的自由度の高い資金援助は消失し、新たなドナ

ーからの支援はその多くが現在交渉・調整の過程にある。このような予算

不足は将来にわたっての継続が予想される。これは教員養成校の予算措置

にも大きく影響することから、必須業務である「算数とその指導法」講座

の運営と関係者個々人の発意に基づく自主的な取り組み（授業研究等）以

外の事業は継続の困難が予想される。 

・ 教員養成校の既存のメカニズム（モニタリング組織・機能、研修実施機能

等）の活用により、フェーズ2の事業コストを低く抑えることができれば、

教育省の財政的負担は少なくなり、成果・活動の継続性を高めることが可

能である。 

→ 少なくとも現政権が継続する5年間は組織面での持続性が確保可能である。

他方、財政面に関しては全く予想できない。 

技術面 高い ・ フェーズ1終了後、退職等によりC/P7名中、3名しか関連業務に就いていな

いが、教育省は彼らを主要業務（カリキュラム改編、教員研修等）にあた

らせ、積極的に活用している。 

・ 教育省は現在合意している本省C/P4名（フェーズ1のC/P2名を含む）に加え、

多くの人材をフェーズ2のC/Pに配し、フェーズ2終了後も積極的に活用した

いという意向を示している。 

・ 教育省は比較的若い技官をフェーズ2のC/Pに任命したい意向であり、順調

に中核人材の育成が行われれば、技術面では一定の持続性が確保される。

・ 教員養成校教員のなかには、フェーズ2実施中ないし実施直後に定年を迎え

る数学教官がいる模様だが、若い数学教官を中心に技術面での持続性は確

保される可能性が高い。 

→ 協力終了後も、技術面における成果・活動の継続が期待できる。 

 

４－６ 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

 （1）環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠： 

本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年公布）に掲げる影響を及ぼ

しやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影

響は最小限であると判断されるため。 

 

 （2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

・協力対象の全国8教員養成校数学教官の男女比率はほぼ半々であり、ジェンダーに配慮した

バランスよい能力強化が期待できる。 

・ニカラグアは80年代の約10年間、内戦状態にあった。この戦乱は、隣国エルサルバドルや

グアテマラにも影響し、当時中米全体が不安定な状況に陥ったが、わが国は「開発と民主

主義（2つのD）への支援」というスローガンを掲げて、ニカラグアをはじめとする中米各

国に対して、域内の平和と安定の確保のために、和平合意の「暁」には支援を強化する旨、
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表明していた。ハリケーン・ミッチ被災後、ニカラグアは「復興と変革」をスローガンに、

社会インフラの整備や、民主主義体制強化のための法律の整備、政府機構の改革を進めて

いるところ、ニカラグアへの支援は、ニカラグアにおける民主主義の確立、更には中米域

内の平和と安定のためにも重要な意義を有している。（ニカラグア国別援助計画より抜粋） 

 

４－７ プロジェクト実施上の留意点 

 （1）C/P及びC/Pの執務時間の確保 

本案件のC/Pは、教育省本省から最低限4名（初等教育局よりフェーズ1のC/P 2名、教師教育

局より新C/P2名）を配置することで教育省と合意した。しかし、プロジェクト活動は完全な

専任業務ではなく、教育省の他業務も兼任することになる。C/Pは原則としてプロジェクト活

動を優先させることになったが、実際は開始後のマネジメント次第であり、C/Pの執務時間の

確保が課題として想定される。 

また、当初教育省は代替教員の確保難を理由に難色を示したものの、フェーズ1の第2コア

グループ・メンバーであるチナンデガ教員養成校教官1名を、教官業務と兼任を条件にC/Pと

してフェーズ2に参加させることで合意した。こちらは授業との兼ね合いがあることから、事

前に十分に学校側と話し合い、同C/Pのプロジェクト活動のあり方について合意・調整するこ

とが求められる。 

なお、教育省はフェーズ1でのC/P育成機能を高く評価しており、教育大臣よりC/P増員を検

討したいという意向が示された。教員養成校をベースにした第2コアグループの形成や授業研

究の普及を意図した他教科の技官の参加等が予想される。本件は、フェーズ2開始後、2013年

の年間活動計画立案時点での検討が望まれる。 

 

 （2）負担事項の明確化 

今回、教育省と協議し、フェーズ1よりも詳細な形で負担事項をPDMに明記した。プロジェ

クトの年間活動計画（詳細PO）作成時に必要なコストを見積もり、JICA側だけでなく教育省

側にも周知させ、必要な予算措置を行うよう積極的に働きかける必要がある。 

特に、会計検査院の指摘を受けて、JICA側では教員研修や全国セミナー時に参加者の直接

経費（交通費・宿泊費・食費等）以外の経費を、日当として参加者に支払うことができない

ため、必要に応じてニカラグア側の負担として2013年度以降の教育省予算に反映させる必要

がある。また、そのためにはプロジェクトの年間活動計画を教育省予算策定開始以前に立案

しなければならない。 

 

 （3）教員養成校の実施体制の確認・強化 

調査団との協議の席上、教育大臣より「教員養成校には校長・副校長・コーディネーター

らで形成されるモニタリング実施体制が存在し、これをプロジェクト活動のモニタリングに

活用したい」との発言があった。しかし、調査団が訪問したマナグアとチナンデガの教員養

成校2校において、モニタリング体制の存在は確認できたものの、「現在は十分機能していな

い」との意見も聞かれた。そのため、ベースライン調査により各教員養成校の実態を把握し

たうえで、プロジェクト計画に反映させる必要がある。 

なお、フェーズ1同様、フェーズ2でも各教員養成校教官で第2コアグループを形成し、フェ
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ーズ1の第2コアグループ・メンバーであったチナンデガ教員養成校の数学教官が第1コアグル

ープとの橋渡しをすることも検討すべきである。 

 

 （4）評価指標の検討 

これまで入手した情報を基にプロジェクトの各種指標を設定した。しかし、それらの指標

の入手難易度や活用可能性については十分に確認できなかったことから、ベースライン調査

時に確認する必要がある。 

また、以下の指標については評価基準（達成状況の把握に必要な測定・判断基準）を設定

する必要がある。既存の指標が存在しない場合には指標と評価基準の設定が必要となる。 

 

① 上位目標指標：最終学年学生の教育実習評価結果 

② プロジェクト目標指標：8教員養成校の「算数とその指導法1、2、3」講座の授業評価

結果 

③ プロジェクト目標指標：学生の「算数とその指導法1、2、3」講座テスト結果 

④ 成果1指標：教員養成校数学教官に対する研修の事前事後テスト結果 

⑤ 成果2指標：各教員養成校の授業研究モニタリング結果 

⑥ 成果3指標：全国研修事前事後テスト結果 

⑦ 成果3指標：「算数とその指導法」講座の授業モニタリング・評価結果 

 

なお、今回の協議を通じてプロジェクト関係者全員が改めてベースライン調査の重要性を

認識した。そのため、PDMとPOにベースライン調査の実施を明記するとともに、プロジェク

ト開始前にJICAがインハウス・コンサルタントを派遣し、ベースライン調査計画の立案、調

査ツールの整備、予備調査の実施を行うことで合意した。 

 

 （5）普及戦略の立案 

全国8教員養成校への「算数とその指導法」講座の指導案集の普及戦略は、PDM上、①全国

研修、②巡回指導、③授業研究、④広報媒体を通じて行うことになっている。しかし、案件

形成時には、教員養成校教官に主体性をもたつつ能力強化を図るため、彼らが立案・実施す

ることを条件に域内研修（複数の教員養成校が自発的に行う研修会）への技術支援を行うと

いうアイデアも浮上していた。プロジェクト開始後、必要性に応じて域内研修のような新た

な普及戦略も検討することが望まれる。 

また、教育省には、現在全国展開している教員自主研修活動「教育評価計画研修ワーク

ショップ（TEPCE）」に授業研究を取り入れたいとの強い希望がある。本件はあくまでもPDM

外の業務であるものの、プロジェクトのインパクトや持続性に大きく影響することから、教

育省とともに効率的・効果的な普及戦略を立案し、側面支援することが期待されている。 

 

４－８ 過去の類似案件の教訓とその活用 

 （1）中南米地域における教育協力経験の活用 

2006年4月から2011年3月にかけて実施された、中米カリブ「算数大好き！」広域プロジェ

クト（Proyecto Regional “¡Me Gusta Matemática!”）においては、協力対象5カ国（ニカラグア、
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ホンジュラス、グアテマラ、エルサルバドル、ドミニカ共和国）で実施したプロジェクト経

験をさまざまな形で蓄積し、関係者間で共有してきた。その内容は算数教育の技術面にとど

まらず、教材作成や教員研修のプロセス・マネジメント、教育評価のあり方等多岐にわたっ

ている。また、2003年7月から2010年7月に実施された、ボリビア「学校教育の質向上プロジェ

クト（PROMECA）」においては、教育技術・学級経営・学校運営をテーマに、「授業研究」を

含む実践的な教育協力を同国で展開し、中米カリブ「算数大好き！」広域プロジェクトとの

技術交流研修を通じて協力経験を共有してきた。本案件はそれらの経験やノウハウを最大限

に生かせるプロジェクト・デザインになっている。 

 

 （2）協力対象となる相手国の主要事業実施後のプロジェクト開始 

少なくとも中南米地域においては、これまで多くの教育プロジェクトが協力対象となる相

手国の主要事業計画立案をもって、プロジェクト開始の前提条件としてきた。そのため、幾

つかの国では、プロジェクトが開始されたにもかかわらず、予算措置や実施体制整備の問題

から主要事業が実施されず、直接の協力対象がないままにプロジェクト活動を継続せざるを

得ない事態が発生した。これらの経験から、本案件は2011年に実施された教員養成校の入学

者受入中断措置の解除を待って、本格的な案件形成を開始した。また、フェーズ1終了後には

フォローアップ協力を実施し、情報収集と前提条件整備の活動も進めてきた。 

以上のような工夫により、素早い案件形成と前提条件整備が可能になるとともに、プロジェ

クトのインパクトや持続性を高めるための工夫や交渉等も可能になった。 

 

 （3）教材の著作権管理 

中米カリブ「算数大好き！」広域プロジェクトにおいて、各国プロジェクト開始段階にお

ける著作権関連の合意や手続きの必要性が教訓として抽出された。本案件でもフェーズ1での

児童用教科書と教師用指導書の著作権管理の経験を生かし、「算数とその指導法」指導案集や

「授業研究」ガイドの著作権管理につき、早いタイミングで関係者間で協議し、適正な手続

きを行う必要がある。 

 

４－９ プロジェクト実施にあたっての提言 

 （1）中核人材の個別育成計画の必要性 

フェーズ2の実施体制は、教育省本省のC/P4名で構成される第1コアグループが中心となる

が、フェーズ1の元C/P2名と新C/P2名との間には算数教育能力（知識・技術）、教材作成能力、

研修実施能力、教育評価能力等に関して、かなりの能力格差が予想される。C/P4名がチーム

として機能するためには、専門家が作業観察や個人面談等を通じて（可能であれば能力測定

テストも）各C/Pの能力と適性を正確に把握したうえで、詳細POに即して各自の役割と責任を

明確にするとともに、個別指導を通じたC/Pの能力の底上げと均質化が必要である。そして、

その手段として人事考課的な要素も取り入れた個別育成計画の策定・実施を推奨したい。 

個別育成計画は、①目標の明確化により各C/Pがモチベーションを維持しながら自己啓発に

取り組むことができる、②専門家が短期専門家派遣や本邦研修を活用して戦略的に技術移転

や能力向上を行う際の指針となる、③プロジェクトの実施過程において技術面での効果測定

が可能になる、といった利点が考えられる。なお、個別育成計画を簡素化し、ターゲットグ
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ループである教員養成校数学教官らの能力向上測定ツールとしても活用できれば、プロジェ

クト活動の省力化と教員評価の体系化が図れるものと思われる。 

 

 （2）現地ニーズへの積極的な対応 

フォローアップ協力時に実施したワークショップを通じて、前述のような教員養成校教官

が有する技術的な支援ニーズが明らかになった。その多くは新しい算数指導法に関するもの、

フェーズ2形成時に想定されたものである。フェーズ1ではニカラグアに新たな算数指導法を

導入すべく、算数の指導内容・技術を中心に日本が有する教育経験の現地化を進めてきた。

そのため、当該事項に関するノウハウや技術は一定の蓄積があり、それらを基に支援ニーズ

に対応することは可能である。 

他方、最もニーズが高かった複式学級での指導技術等は、その技術的難易度の高さから、

案件形成段階では技術協力のテーマとして検討してこなかった。しかし、教員養成校教官に

支援ニーズは予想以上に高く、日本の複式学級での指導法、指導案、指導事例等を紹介する

等、積極的な対応が求められる。他のテーマに関しても同様であり、彼らのニーズへのきめ

細かな対応がプロジェクトへの信頼を高め、その成功のみならずニカラグアの教育開発にも

大きく貢献するものと思われる。 

 

 （3）学校文化や教師文化に配慮した授業研究手法の構築 

各教員養成校は、立地する市町村の影響を大きく受けて独特の個性を発揮している。これ

に校長らの学校管理職の学校運営方針が加わり、学校文化ともいえる特性を形成している。

また、周辺の小学校等も含めた地域レベルや国レベルで、長年の教育実践のなかで形成され

てきた教師文化も存在している。 

今回プロジェクトが本格的に導入する授業研究は、学校文化や教師文化に立脚すると同時

に、その進展に伴い、それらの文化を変容させるものである。それだけに、現段階では導入

に賛成している教官も、活動の進捗に従って不満を抱え、授業研究導入・実施に反発しはじ

める可能性もある。授業研究は長期にわたって日本の学校文化・教師文化のなかで発達して

きた教員間の自主研修の方法論であり、他国への導入の際には相当の配慮が必要になる。日

本の授業研究の形をそのまま現地で実践するのではなく、その精神を維持しながら現地事情

に合わせて方法論を変えていくような柔軟性が求められる。 

 

 （4）意識的な経験体系化への取り組み 

フェーズ1の後半では、広域協力の枠組みの中で経験の体系化を試みてきた。これは個人が

有する経験（暗黙知）を関係者が共有できる知識や技術（形式知）に変換することで、プロ

ジェクト経験の共有促進を意図していた。しかし、これらの試みは十分でなく、さまざまな

有用な知識・技術・ノウハウが個人の中に蓄積されたままC/Pの半数が教育省を去り、制度・

組織改善には効果的に結びつかなかった。 

したがって、フェーズ2では開始当初より、教育技術と活動プロセス（事業マネジメント）

の両面で経験の体系化が可能となるように配慮すべきである。具体的には、より精緻な活動

記録の作成、定期的な振り返りによる教訓の抽出、それらを基にした手引書等の作成、手引

書等の発行と共有等を詳細POに組み込み、プロジェクト終了時に手引書等が公式に教育省に
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導入されるよう活動すべきである。 

 

４－10 今後の評価計画 

 （1）今後の評価に用いる主な指標 

前述の「３－２ 協力の枠組み（1）協力概要 1）上位目標、2）プロジェクト目標、3）

成果及び活動」のとおりである。 

 

 （2）今後の評価計画 

2012年7月 予備調査（インハウス・コンサルタント派遣） 

案件開始後5カ月間 ベースライン調査（プロジェクトによる実施） 

 （2012年9月～2013年1月を予定） 

案件の中間時点 中間レビューないし運営指導調査 

案件終了6カ月前 終了時評価 
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第５章 討議議事録（R/D）の署名 
 

詳細計画策定調査の結果を踏まえ、プロジェクト詳細について先方と更に協議を重ね、プロジェ

クト実施について合意に至った。合意内容は討議議事録（Record of Discussion：R/D）にまとめら

れ、2012年5月30日にJICAニカラグア事務所長並びにニカラグア教育省大臣及び次官との間で署名

が交わされた。 

 

 

 

 



付 属 資 料 

 

１．詳細計画策定調査ミニッツ（西文） 

 

２．討議議事録（R/D）（英文、西文） 

 

３．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）（和文） 

 

４．活動計画（PO）（和文） 

 

５．実施体制図（和文） 

 

６．教員養成校「算数とその指導法」講座の現状分析結果 

 

７．教員養成校「算数とその指導法」講座改善に向けてのニーズ（優先順位付き） 

 

８．「算数とその指導法」講座改善ニーズを充足させる方策の検討 

 

９．PROMECEM 2 年間活動計画（各教員養成校で実施可能な日にちの設定） 
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